
がん診療連携拠点病院等における
現況報告について
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現行の整備指針（平成26年1月10日付け健康局長通知）での記載
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Ⅷ 既指定病院の取扱い、指定・指定の更新の推薦手続等、指針の見直し及び施行期日について

２ 指定の推薦手続等について
（１）都道府県は、Ⅰの１に基づく指定の推薦に当たっては、指定要件を満たしていることを確認

の上、推薦意見書を添付し、毎年１０月末日までに、別途定める「新規指定推薦書」を厚生
労働大臣に提出すること。都道府県拠点病院がⅠの１に規定する意見書を提出する場合
には、都道府県は「新規指定推薦書」と併せて厚生労働大臣に提出すること。
また、地域拠点病院を都道府県拠点病院として指定の推薦をし直す場合、都道府県拠点
病院を地域拠点病院として指定の推薦をし直す場合、特定領域拠点病院と地域がん診療
病院をがん診療連携拠点病院として指定の推薦をし直す場合、がん診療連携拠点病院を
特定領域拠点病院又は地域がん診療病院として指定の推薦をし直す場合も、同様とするこ
と。
なお、平成２６年４月１日に本指針に基づく新規指定を行うことができる場合には、別途定
める「平成２６年度がん診療連携拠点病院等の指定の推薦手続き等について」に規定する
手続きを行うこと。

（２）がん診療連携拠点病院（国立がん研究センターの中央病院及び東病院を除く。）、特定領
域拠点病院、地域がん診療病院は、都道府県を経由し、毎年10月末日までに、別途定める
「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

（３）国立がん研究センターの中央病院及び東病院は、毎年１０月末日までに別途定める「現況
報告書」を厚生労働大臣に提出すること。



現況報告書について

• 毎年、全ての拠点病院等に診療実績や人員配置
等についての現状を記載を依頼し、各都道府県
にて取りまとめた上で、厚生労働大臣宛に提出を
求めている。

• その内容については、国立がん研究センターの
がん対策情報センターよりがん情報サービスにて
公表している。
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• 調査項目について簡略化できる部分があるので
はないか。

• 診療実績等に関する調査については診療報酬上
の加算件数等を用いて事務作業の負担軽減を図
るべきではないか。

• 診療実績等の調査対象期間を年度区切りで統一
すべきではないか。

• 診療実績の評価について、診療報酬の算定で求
められる基準や定義と合わせる必要があるので
はないか。

現況報告書に関する指摘事項
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現況報告書での実績報告の一例
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現況報告書での実績報告の一例
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がん情報サービスでの公開例

国立がん研究センター：がん情報サービス
https://ganjoho.jp/public/index.html
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総合入院体制加算の施設基準（参考）

総合入院体制加算１の施設基準 （抜粋）

（基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（通知） 平成28年3月4日保医発0304第1号）

(３) 全身麻酔による手術件数が年800件以上であること。また、以下のアからカまでを全て満 たしていること。

ア 人工心肺を用いた手術 40件／年以上

イ 悪性腫瘍手術 400件／年以上

ウ 腹腔鏡下手術 100件／年以上

エ 放射線治療（体外照射法）4000件／年以上

オ 化学療法 1000件／年以上

カ 分娩件数 100件／年以上

(４) 手術等の定義については、以下のとおりであること。

ウ 悪性腫瘍手術
悪性腫瘍手術とは、医科点数表第２章第10部に掲げる悪性腫瘍手術をいう。（病理診断により悪性
腫瘍であることが確認された場合に限る。）

オ 放射線治療（体外照射法）
放射線療法とは、医科点数表第２章第12部に掲げる放射線治療（血液照射を除く。）を いう。

カ 化学療法
化学療法とは、悪性腫瘍に対する抗腫瘍用薬、ホルモン療法、免疫療法等の抗腫瘍効果を有する薬
剤（手術中の使用又は退院時に処方されたものは含まない。）を使用するものとし、抗生剤のみの使
用、Ｇ-ＣＳＦ製剤、鎮吐剤等の副作用に係る薬剤のみの使用及び内服薬のみの使用等は含まない。
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現況報告書について

• 毎年、拠点病院については実績等を現況報告書にて届け出ることを求めている。
• 現況報告書の調査内容については、範囲が広く、事務的な負担がある。
• 今回、議論されている新たな内容も含めた報告が必要である。

現況報告書の内容について、簡略化するとともに、新たに報告が必要な部分を追加してはどうか。
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